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研究成果の概要（和文）：本研究は、デンマークとドイツを対象に、再生可能エネルギーと地域活性化の国際比較研究
を行い、日本にとって参考としようするものである。とくに、風力発電や太陽光の市民所有率の高さが重要であり、こ
れが再生可能エネルギーの買取り制度を支えている。また、熱電併給ＣＨＰの普及にとっては、接続義務を自治体が決
定できる点が、ドンマークのＣＨＰの普及率の高さを支えている。こうちた制度が、地域からの再生可能エネルギー利
用を支え、かつ地元住民の参加と支持の基礎となっている。

研究成果の概要（英文）：This project focuses on the comparative study of green investment in Denmark and 
Germany, in particular on Renewable Energy and Regional development and activation.
The high rate of ownership of citizens about the wind power and PV supports the Feed in Tarif.Also in 
Denmark Communa has a decision making right to connect each house to CHP network. This principle is the 
background reason of high rate of CHP connection in Denmark.

研究分野：環境経済学
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１． 研究開始当初の背景 
 地球温暖化と原子力,そしてエネルギー供
給安定性のリスクを避けるために,省エネと
再生可能エネルギーの利用拡大が求められ
ている。 
 
２．研究の目的 
再生可能エネルギーの利用に先進的に取
り組むデンマークとドイツについて,緑の投
資と地域活性化という観点から国際比較を
行う。 
 
３．研究の方法 
 風力発電や太陽光発電,バイオマスによる
熱利用など,具体的な再生可能エネルギーと
省エネの制度,参画者について,デンマークと
ドイツの事例研究を重ね,日本にとっての教
訓となる政策立案に参考になる点を明確に
する。 
 
４．研究成果 
デンマークとドイツともに,再生可能エネ
ルギーへの市民的投資と市所有率の高さが,
再生可能エネルギー買取り制度の支持の背
景にあること,再生可能エネルギー拡大の目
標達成の可能性は高いが,温室効果ガス削減
が遅れており,省エネへの一層の取組が必要
であり,この点では日本との協力の余地が大
きい。またデンマークにおいては世界１の熱
電併給による地域暖房普及率は,地域ごとに
自治体に接続義務を決める権利があり,この
点ではドイツはまだ遅れていること,などが
両国比較によって明らかになっている。 
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